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モデル分析の分担

●世界モデル：限界削減費用を基にした排出量の国際比較

・地球環境産業技術研究機構（ＲＩＴＥ）

・国立環境研究所

●日本モデル：対策技術の積上げによる日本の排出量予測

・日本エネルギー経済研究所

・国立環境研究所

●経済モデル：排出量を一定量削減する場合の経済へ影響分析

・慶應大学産業研究所

・日本経済研究センター

・国立環境研究所
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　海外要因　：　為替水準、原油価格など
　経済政策　：　公共投資、税負担など
　人口要因　：　人口、世帯、労働力人口など

　GDP及びコンポーネント、　一般物価
（産業別生産指数）、（主要製品生産量） 石油製品、電力、都市ガス価格

　原油輸入価格、石炭輸入価格、
LNG輸入価格　エネルギー税など

マクロ経済モデル（計量経済型） 二次エネルギー価格モデル
（計量経済型）

GDP、コンポーネン
トの整合

エネ研モデル 慶応大学ＫＥＯモデル

IEEJモデルの概観図

（産業別生産指数）、（主要製品生産量）
　業務用延床面積、　自動車販売台数等

油製品、電 、都市 価格

　新エネルギー、分散型電源、
　クリーンエネルギー自動車

　最終エネルギー消費
　　産業部門　（業種別）
　　民生部門　（用途別）
　　運輸部門　（機関別）
　
　エネルギー源別需要

（石炭 石油 電力 都市ガス等）

エネルギー需給モデル

　民生部門：機器効率（家電製品等）
　運輸部門：保有燃費
　分散型電源導入　　他

各種要素積上モデル

　産業別生産活動

産業連関モデル

　　　　経済成長、最終需要構造
　　　　家計所得・消費水準
　　　　部門別均衡価格
　　　　産業別生産額

　
　

主要物資生産

エネルギー需給

ＫＥＯ一般均衡多部門モデル
産業構造、（投入係
数、輸入係数）、物
価等の調整

各種技術想定

　　発電構成（発電量、設備容量）
　　燃料消費量

原子力、水力、発電効率など

（石炭、石油、電力、都市ガス等）

　エネルギー転換部門
　　発電部門
　　石油精製部門
　　都市ガス製造部門

　一次エネルギ供給

エネルギー需給バランス表

　CO2排出量

最適電源構成モデル
（LPモデル）

電力需要

物量、エネルギーバ
ランスの調整
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転換部門 製鉄プロセス

● 経済産業省がとりまとめた「エネルギー技術戦略マップ」から、２０３０年までに実用化が見込まれる
主要なエネルギー技術を抽出し、技術的ポテンシャルの最大限まで、機器・設備効率を改善し、これら
の製品を更新時に最大限導入した場合を想定。
●約１００の最先端の技術を最大限導入。モデル分析に加え、専門家の知見等を踏まえて設定。

最大導入ケースを実現するための対策例

省エネルギー技術の導入

製
石油精製プロセス
製紙プロセス
高性能ボイラーなど業種横断的技術
高効率火力発電技術
大容量・省エネ型送配電
コージェネ・燃料電池

産業部門 製鉄プロセス
石油化学プロセス
セメントプロセス
非鉄金属プロセス
ガラス製造プロセス
高性能工業炉など業種横断的技術

民生部門 エネルギーマネジメントシステム
省エネ住宅・ビル
高効率空調

産業部門（含：エネルギー業界）
―鉄鋼、化学、窯業土石、紙・パルプ等のエ
ネルギー多消費産業を中心とした各業種に
おいて、更新時には全て世界最先端の技術
を導入。
―革新的発電技術導入により発電効率を約
３％改善。

民生部門
－テレビ等ディスプレイ：
全ブラウン管が液晶・プラズマ、有機ＥＬ等へ

移行。
－サーバー・ストレージ・ネットワーク機器：

住宅

○太陽光パネルの普及
現状：戸建て約32万戸 →

20年：約320万戸（ストック）
新築持家住宅の約7割に導入し、現状の 約１０倍に

家庭 機器 設備

太陽光パネル

鉄鋼

○下記の最先端技術を設備更新時に導入

ＳＣＯＰＥ２１、自家発・共同火力発電設備の高効率化更新、
省エネ設備の増強、廃プラスチックの製鉄所でのケミカルリサ
イクル拡大、電力需要設備効率の改善

運輸部門
－自動車の燃費の継続的改善

－次世代自動車の加速的普及

高効率空調
高効率給湯器
高効率照明
省エネ型ディスプレイ
省エネ型ネットワークデバイス
省エネ型情報機器
キャパシタ等
高効率家電・業務機器

運輸部門 高効率内燃エンジン
次世代自動車
交通システム

－サーバー・ストレージ・ネットワーク機器：
購入されるすべてのＩＴ機器が、高効率製品

に。
－高効率給湯の普及
－照明：蛍光灯の効率改善とLED・ＥＬ照明の
普及

○高効率給湯器

ほぼすべての新築戸建住宅に導入

05年：約70 万台 → 20年：約2800万台

家庭の機器・設備

高効率給湯器

○次世代自動車

新車販売に占める割合を5割に

新車販売に占める次世代自動車のシェア

05年： 約2 % → 20年： 約50 %（２台に１台）

自動車

次世代自動車
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【技術導入の考え方】
これまで効率改善に取り組んできた機器・設備について、既存技

術の延長線上で今後とも継続して効率改善の努力を行い、耐用
年数を迎える機器と順次入れ替えていく効果を反映

①努力継続ケース

【政策の考え方】

現行の政策を維持

これまでの効率改善の延長線上で努力を継続し、市場メカニズムを最大限に活用

ケース設定の考え方

【技術導入の考え方】
実用段階にある最先端の技術で、高コストではあるが、省エネ性
能の格段の向上が見込まれる機器・設備を最大限普及させるこ
とにより劇的な改善を実現する

③最大導入ケース

【技術導入の考え方】
最大導入で想定した各種技術について、規制措置などにより物

⑤15％削減ケース

【政策の考え方】
1）最大限の「誘導的規制措置」を前提としており、国民や企業に対
して更新を法的に規制する一歩手前のぎりぎりの政策を講じる
２）国民への広報の徹底、支援措置、企業への社会的責任の追求

等を実施

【政策の考え方】
１）誘導的規制措置だけではなく、法律による強制、義務化、大幅

最先端の技術を設備更新時に最大限導入させるため、誘導的規制措置を実施

実現可能性を無視して法律による強制、義務化、大幅な補助支援等を実施すると仮定

最大導入で想定し 各種技術 て、規制措置な より物
理的ポテンシャルまで導入を進める

）誘導的規制措置 けではなく、法律 よる強制、義務化、大幅
な補助支援等、新たな強力な「政策手法の導入」が必要

２）広く「国民の合意」と「政治的・政策的」決定がなければ、「実現
可能性」の保証はない

⑥25％削減ケース 炭素価格の導入や活動制限などの手法により、経済活動を縮小させると仮定

【技術導入の考え方】
「15％削減ケース」以上の個別対策の積み上げは想定不可能

【政策の考え方】
炭素価格の導入や活動制限（生産禁止や国民の我慢等）などの
手法により、経済活動量自体の縮小が必要。
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必要な対策・政策の比較内閣官房まとめに加筆

太陽光発電等

①長期需給見通し努力継続
　（05年比▲4％、90年比＋4％）
　　

自動車、交通流

太陽光：現状の４倍

・ＲＰＳ法による買取り

次世代車：新車販売の10％

・省エネトップランナー基準
・税制優遇、補助金

断熱住宅：新築住宅の70％

・省エネ法の省エネ基準
・税制優遇

上段 ： 主な対策技術の導入

下段 ： 主な政策
住宅・建築物等

⑤90年比▲15％
（05年比▲21％）

③長期需給見通し最大導入
（05年比▲14％、90年比▲7％）
　　

太陽光：現状の10倍

・固定価格買取制度
・住宅太陽光補助金

次世代車：新車販売の50％
　　　　　　　保有台数の20％

・エコカー購入支援補助

断熱住宅：新築住宅の80％

・省エネ住宅の基準強化、対象拡大
・グリーン家電の購入支援補助

太陽光：現状の25倍
小水力：大幅拡大
LNG重点化（石炭火力削減）

・買取の固定価格のアップ

次世代車：新車販売の53％
　　　　　　　保有台数の24％
従来車の燃費の向上
交通流対策、ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞを強化

・税制優遇、補助金の強化
・省エネトップランナー基準の強化

断熱住宅：新築住宅の100％
　　既築も含めた全住宅の60％に
省エネナビ、ﾋﾞﾙｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（BEMS）を強化

・税制優遇、補助金の強化

タイプA（財政出動重視型）

国環研

　（05年比▲21％）
太陽光：現状の40倍
原子力稼働率90％

・新築住宅、一定規模以上の
　既築住宅に設置義務

次世代車：新車販売の100％
　　　　　　　保有台数の40％

・従来型自動車の販売禁止、
　車検適用不可

断熱住宅：新築住宅の100％
　　既築も含めた全住宅の100％に

・新築、既築住宅の省エネ基準

　義務化
タイプB（義務付け重視型）　　

エネルギー多消費産業（製鉄、化学、セメント等）の生産量低下

・炭素への価格付け政策（排出量取引、炭素税）も不可欠

⑥90年比▲25％
　　（05年比▲30％）
　　

太陽光：現状の55倍

・⑤タイプBと同じ

次世代車：新車販売の90％
　　　　　　　保有台数の40％

・⑤タイプBと同じ

断熱住宅：新築住宅の100％
　　　　　　　既築の100％を改修

・⑤タイプBと同じ

エネ研
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努力継続ケース 最大導入ケース ９０年比▲１３％ケース

次
世
代

自
動
車

○取得税・自動車税の減税
○補助金制度
○トップランナー基準

○取得税・自動車税の免税
○補助金制度の強化
○インフラ整備
○トップランナー基準の強化
○公共部門の率先導入

○従来自動車の販売禁止
（中古車含む）

○従来車の車検時適用不可
○補助金制度の強化
○公共部門の導入義務

対策 主な政策措置 対策 追加政策措置 対策 追加政策措置

新車販売の10％
新車販売の50％
保有台数の20％

新車販売の全て
保有台数の40％

これまでの効率改善の延長線上で努力を継続
し、市場メカニズムを最大限に活用するケース

最先端の技術を設備更新時に最大限導入させるため、
誘導的規制措置を実施するケース

実現可能性を無視して、法律による強制、義務化、大幅な
補助支援等を実施すると仮定したケース

90年比５％ 90年比▲５％

問題点

○消費者の選択機会を奪う
○インフラ・生産能力の不足
○ﾚｱﾒﾀﾙ類の供給安定性

課題

○適切なインフラ整備
○大量生産ラインの構築
○信頼できるサプライチェーン
の構築（レアメタル類、バッテ
リーなど）

追加的政策措置と問題点

太
陽
光
発
電

風
力
発
電
・

地
熱
発
電

高
効
率

給
湯
器

○新たな買取制度の創設
○住宅太陽光補助金の創設
○公共部門の率先導入
○投資減税措置創設

○RPS法の目標引き上げ
○全ての新築に設置義務
（建築基準法改正）

○一定規模以上の既築住宅
に設置義務。

○投資促進税制
（特別償却30％、税額控除）
○地方自治体へ半額補助
○民間事業者へ1/3補助

○国立公園利用の規制緩和
（自然公園法改正）
○掘削許可申請の規制緩和
（温泉法改正）
○漁業権問題の解決（洋上風
力）

○補助金制度
○融資制度
○トップランナー基準

○補助金制度の大幅拡充
○公共部門の率先導入

○既築住宅への導入義務化
○補助金制度の大幅拡充

現状約30万戸
↓

約130万戸普及
（現状の4倍）

風力：
現状110万kW

↓
約400万ｋW

地熱：52万kW

現状約70万台
↓

約900万台
（販売ｼｪｱ15％）

新築持家住宅の
7割（320万戸）

工場等に300万kW
（現状の10倍）

風力：約500万kW
地熱：52万kW

約2800万台
（販売ｼｪｱ80％）

新築全て、既築も一
部設置(1000万戸）、
工場等に2100万kW

（現状の40倍）

風力：約1000万kW
地熱：104万kW

約4400万台
（販売ｼｪｱ100％）

○地域住民や関係者への情報公
開と合意形成
○地方自治体、民間事業者への
補助

○大量導入時の系統安定策
の限界を超過
○技術的不確定要素の拡大
により、停電の許容を考える必
要あり

○大量導入時の系統安定策
○陸上設置可能面積を超過
（自然公園を除く）

○自然公園の設置が必要
○洋上への設置が必要
（建設費用増大、漁業権問
題）

○まだ使える従来型給湯器の
買換えが必要
○集合住宅では、貯湯槽のあ
るヒートポンプ設置は困難
○生産能力に問題

○初期コストが高く、償却期間
の長さが普及阻害要因
○屋根の面積や日照の観点
からの設置制約
○多雪地域での設置制約
○大量導入時の系統安定策

○バードストライクや低周波音
等の立地問題への対応
○風況の良い地域に集中する
と、その地域内で連系制約が
発生

○従来型との差額に見合った
補助金が必要
○生産能力の増強

○RPS法
○補助金制度

住
宅
・

建
築
物

情
報
機
器
・

家
電
等

○トップランナー基準（家電）
○トップランナー基準（IT機器等）
○技術開発支援

○省エネ法改正（対象拡大・強
化）
○税制優遇・補助金制度の強化
○融資枠の拡大
○BEMS等への導入補助等

○トップランナー基準での販売
規制

○次世代基準住宅の新築義
務（建築基準法改正）
○従来型工法の禁止
○基準に満たない住宅の改築
義務

トップランナー
制度による
効率改善

次世代基準適合
新築住宅70％、
新築建築物80％

省エネIT機器、
省エネディスプレイ、

高効率照明等
の導入促進

次世代基準適合
新築住宅80％

新築建築物85％
BEMS、高効率空調

等

次世代基準適合
新築住宅全て、
新築建築物全て

（既築も全て改築）

原
子
力

○現状の利用率60％からの
大幅上昇（新検査制度など）

新設9基
設備利用率80％

新設9基
設備利用率90％

省エネIT機器、
省エネディスプレイ、

高効率照明等
の導入促進

新設9基
設備利用率80％

（努力継続ケースと同じ）

○定期検査期間の大幅短縮
○検査手順の簡素化
○地域住民への情報公開と合
意形成（国・自治体が主体）

○省エネ法の省エネ基準
○住宅性能表示制度
○税制優遇制度

○消費者の選択機会を奪う

○現状の数倍規模の増改築
工事が必要。リフォーム事業
者の不足
○小規模建築物への適用に
伴う行政コストの増大
○複層ガラス等の供給能力

○定検間隔の延長（18ヶ月）
かつ、検査期間の短縮（2ヶ
月）が必要
○利用率1％の低下は、260
万トン分のクレジット購入に相
当

○行政コストの増大
○技術開発の不確実性

○建設見通しの不確実性（原
子力特有）
○地震等の不可抗力によるリ
スク要因

○デザイン住宅への断熱化は
設計上の制約あり
○改築よりも建て替えの方が
費用が安いケースも
○ビルオーナーとテナントの考
え方の相違

8
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検討の前提

エネルギー需給見通しの前提となる主要な経済社会指標は、各モデル間で以下のように統
一している（中期目標検討委員会合意により）。

①実質ＧＤＰ成長率

日本経済研究センターにおける分析を採用 （2006年～2020年で年平均1 3％）　　日本経済研究センタ における分析を採用　（2006年 2020年で年平均1.3％）

②人口

　　国立社会保障・人口問題研究所の中位推計値を採用　（2020年で12,281万人）

③国際エネルギー価格

　　日本エネルギー経済研究所における分析を採用　

　　（2020年の日本の原油輸入CIF価格：90$/bbl（2007年実質価格）、121$/bbl（名目価格））

④原子力発電・水力発電

日本エネルギ 経済研究所における分析を採用　　日本エネルギー経済研究所における分析を採用　

　　（2020年の発電容量、原子力発電：6,150万kW、水力発電：4,833万kW）

⑤主要産業の生産量

　　産業界ヒアリングに基づいた統一値を採用　（2020年の粗鋼生産量：約12,000万トン）

⑥運輸部門の活動量

　　国土交通省の交通需要予測を採用　（2020年の旅客輸送量：約13,000億人キロ）

9

試算結果(1)

・エネルギー起源ＣＯ２排出量（最大導入ケース）は、２０２０年時点で、０５年総
排出量比▲１５％（１９９０年総排出量比▲５％）の見通し。05年比では現在表
明されている欧米目標とも十分にバランスがとれている。

民生部門での削減が大きな課題

100 94
8590

110

130

150 産業

（90）

90年比

05年比

100

137

102

7790

110

130

150 家庭

（74）

（56）

最大導入

▲13％ケース

・民生部門での削減が大きな課題

（努力継続ケースからの削減幅：民生▲6500万t、産業▲2700万t、運輸▲2000万t）

・電力比率の高い民生部門では、原子力等の非化石電源の効果も大きい。

【エネルギー起源ＣＯ２排出量】

(百万トンCO2)

現状固定 努力継続 最大導入
▲13%
ケース

エネ起CO2排出量 1,059 1,203 1,245 1,120 994 891

2005年GHG比 3% ▲ 6% ▲ 15% ▲ 23%

2005年度

2020年度

1990年度

10

8070
1990 2005 2020

（85） 70
1990 2005 2020

（56）▲13％ケ ス

100

145

114

96
70

90

110

130

150

1990 2005 2020

業務他

（79）

（67）

100
118

92

8770

90

110

130

150

1990 2005 2020

運輸

（78）

（74）

　　2005年GHG比 3% ▲ 6% ▲ 15% ▲ 23%

　　1990年GHG比 15% 5% ▲ 5% ▲ 13%

産業 482 455 444 438 411 385

民生 292 412 474 382 317 256

　　家庭 127 174 176 153 130 98

　　業務他 164 238 298 228 187 158

運輸 217 257 241 221 201 190

エネルギー転換他 68 79 87 79 65 61

※1990年＝100（括弧内は2005年比）

試算結果(2)

○「最大導入ケース」は最先端の技術約１００を最大限に積み上げた結果であり、産業界ヒアリングでも指
摘されたように、現実を考慮すればこれ以上の積み上げはできない。

○仮に、実現可能性を無視し、９０年比▲１３％までの削減を実施した場合の姿も分析した。

【▲１３％ケ スにおける電源構成】【▲１３％ケースにおける電源構成】

○原子力は、新増設基数９基を前提にすると設備利
用率９０％超が必要。

・利用率９０％は、全てのプラントで「18ヶ月連続運転」
かつ「定期検査期間２ヶ月」を実現してようやく到達で
きる水準であり、社会的受容性等の問題から2020年
時点での実現は難しい

・これを太陽光・風力で代替すると仮定すると、負荷
調整力不足・安定供給に重大な支障の恐れ。

【最終エネルギー消費】

【一次エネルギー消費】

（原油換算百万KL）

構成比 構成比 構成比 構成比

最終消費計 413 100% 405 100% 380 100% 367 100%

産業 181 44% 181 45% 178 47% 177 48%

民生 134 32% 138 34% 124 33% 114 31%

　　家庭 56 14% 56 14% 51 13% 45 12%

　　業務他 78 19% 83 20% 73 19% 69 19%

運輸 98 24% 85 21% 78 21% 76 21%

最大導入
2005年度

▲13％ケース

2020年度

努力継続

（原油換算百万KL）

11

31%
41% 45%

55%
8%

8%
8%

9%
26%

22% 21%
16%

24%
21% 19% 14%

11% 6% 5% 4%1% 2% 2% 2%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

実績 努力継続 最大導入 ▲13％ケース

2005年度 2020年度

新エネルギー

石油等

ＬＮＧ

石炭

水力

原子力

【電源構成】
（原油換算百万KL）

構成比 構成比 構成比 構成比

一次ｴﾈﾙｷﾞｰ国内供給 588 100% 598 100% 553 100% 541 100%

石油 255 43% 214 36% 191 35% 183 34%

LPG 18 3% 19 3% 18 3% 17 3%

石炭 123 21% 128 21% 116 21% 103 19%

天然ガス 88 15% 95 16% 83 15% 66 12%

原子力 69 12% 99 17% 99 18% 111 20%

水力 17 3% 19 3% 18 3% 20 4%

地熱 1 0% 1 0% 1 0% 1 0%

新エネルギー等 17 3% 23 4% 27 5% 40 7%

▲13％ケース

2020年度

努力継続 最大導入
2005年度

○13％削減ケースで実施すること以上の個別対策は現状では想定不可能（高効率給湯器、太陽
光、風力は物理的制約一杯まで導入等） 。

○さらに10％を削減するためには我が国の活動量自体を縮小する必要があると考えられる。

○ KEOモデルとの連携により 炭素価格（約9万円 KEOモデル▲25％ケ ス試算結果）を導入し

試算結果(3)

○ KEOモデルとの連携により、炭素価格（約9万円、KEOモデル▲25％ケース試算結果）を導入し
て、さらに10％分を削減する場合の経済活動への影響は以下の通り。

炭素価格導入による「▲23％ケース」の影響（2020年）

▲13％
ケース

▲23％
ケース

変化率

合計(百万トン-CO2) 891 770

(90年GHG比） -13% -23%

産業 385 321 -17%

家庭 98 87 -11%

業務 158 140 12%

エ
ネ
起
C
O

0%

実
質

G
D

P

生
産

指
数

粗
鋼

生
産

セ
メ

ン
ト

生
産

エ
チ

レ
ン

生
産

紙
板

紙
生

産

業
務

床
面

積

サ
ー

ビ
ス

活
動

指
数

旅
客

輸
送

量

貨
物

輸
送

量

業務 158 140 -12%

運輸 190 169 -11%

合計(原油換算百万KL) 541 482 -11%

石炭 103 87 -16%

石油 199 169 -15%

天然ガス 66 60 -10%

原子力 111 111 0%

水力 20 20 0%

合計(原油換算百万KL) 367 324 -12%

産業 177 148 -17%

家庭 45 43 -5%

業務 69 64 -6%

運輸 76 68 -11%

最
終
エ
ネ

一
次
エ
ネ

O
2

-6%

-11%

-18%

-25%
-23%

-29%

-1%
-3%

-7%

-19%

-35%

-30%

-25%

-20%

-15%

-10%

-5%

※▲13％ケースからの変化率

12



4

財源の裏づけのある「支援措置」

炭素税賦課の効果は、その税収に焦点をあてて、集中的に「低炭素化」支援措置に投入することで大きな効果が
あがるとの考え方が、エネルギー有識者の間では一般的。

（１）補助金総額と税収総額のバランス

省エネメリットを考慮し、半額補助を前提とすると、最大導入ケースの補助金総額は約12兆円、1.2兆円/年。

▲15%ケースでは7.3兆円/年程度となる。炭素価格で考えると、およそ約100$/ｔCO2に相当する。

（消費税では3％程度の財源に相当）

最大導入ケース ▲13%ケース

総費用 52兆円 190兆円

省エネメリット 28兆円 44兆円

ネット費用 24兆円 146兆円

必要補助額(半額補助) 12兆円 73兆円

必要補助額(半額補助、10年均等化) 1.2兆円/年 7.3兆円/年

参考

炭素価格 20$/tCO2 1.6兆円/年 1.5兆円/年

（消費税では ％程度の財源 相当）

▲15％ケース

（２）CDM購入価格（国際水準）以上の炭素税率は非合理的

現在、世界で大規模なCarbon Priceは次の2つ。

1) EU‐ETS ：現状17ドル/tCO2程度、過去最高43ドル程度

2) CDM‐CER：現状13ドル/tCO2程度、過去最高31ドル程度

炭素価格 20$/tCO2 1.6兆円/年 1.5兆円/年

100$/tCO2 8.2兆円/年 7.3兆円/年

(注）　消費税（平成20年は税率5%で、約13兆円/年の税収)

①産業の空洞化が起きる

②納税するより国際クレジットの

購入のほうが安い
13

300
万円/台

60

70
万円/kW

次世代自動車
（ハイブリッド車）

太陽光発電システム

国内製造業のコストアップ

50

100

150

200

250

0

10

20

30

40

50

60
42万円 13万円

0
HV車

販売価格
▲10％ ▲25％

0
中国
（メガ

ソーラー）

ドイツ 日本 日本
▲10％

日本
▲25％

（出所）NEDO「再生可能エネルギー技術白書」、
中国のコストはIEA/NEA

コストアップ分は日本エネルギー経済研究所試算

※ 国内対策時のコストアップ分を転嫁した場合（▲10％：2万円/ｔ-CO2、▲25％：9万円/ｔCO2）

（出所）日本エネルギー経済研究所試算
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各種対策に関する検討・・・長期エネルギー需給見通し（再計算）

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの

太陽光発電（2005年から20倍）（05年140万ｋＷ → 20年2800万ｋＷ）

次世代自動車（新車販売の5割、保有ベースで2割）（05年１％→08年３％→20年50％）

有機ＥＬ、ＬＥＤ照明（現状０％→20年１４％（保有ベース））

省エネＩＴ機器（現状０％→20年ほぼ１００％（保有ベース））

類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な普及が必要なもの

ビル等非住宅の省エネ（最も厳しい基準を満たすビル等が新築の8割～9割）

住宅の省エネ（最も厳しい基準を満たす住宅が新築の8割）
（05年新築の３０％→07年３６％→20年８０％）

高効率給湯器（単身世帯を除く全世帯の８割以上に普及）
（05年７０万台 → 08年２９０万台 → 20年２８００万台）

省 ネＩＴ機器（現状０％ 20年ほぼ１００％（保有 ス））

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な課題があるもの

風力発電（2005年の5倍まで普及） 自然公園法等の規制、設置コスト、バードストライク、低周波音問題等

バイオマス 収集・運搬体制、LCA評価、食料競合、安定調達の課題等

省エネ家電（市場で購入される機器の全てがトップランナー基準を満たす）

小水力発電 水利権、設置コスト、河川法等の規制、地域との共生等

地熱 開発コスト、自然公園法等の規制、温泉事業者等との調整、設置コスト等
15

建築物の省エネ①住宅

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

新築住宅の８割が最も厳しい省エネ基準（平成１１年基準）を満たす

新築：2020年時点で新築の約8割が平成１１年基

類型：Ｂ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類
類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な

普及が必要なもの
類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な

課題があるもの

平成１１年基準とは
（関東地方の場合）

窓ガラス：二重サッシ又は複層ガラス
天井 ：グラスウール18cm
壁 ：グラスウール 10cm

（工事費 新築100万円/戸 既築200万円/戸）
※構造等により大きく変動する

既築 省 ネ を 在 倍 する

約３８百万tCO2 約８兆円
（住宅と非住宅を含む）の内数

※新築のみのコスト

20%
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40%
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90%

2007
約36%

○これ以上の適合に
は、規模にかかわら
ず全ての住宅への強
制（個人への規制）が
必要になり、8割程度
がポテンシャル限界

新築：2020年時点で新築の約8割が平成１１年基
準

（％）
新築の省エネ判断基準（平成１１年基準）適合率（フロー）

これまでの主な関連政策

○省エネ法による規制（「著しく不十分な場合」に勧告・命令）
・大規模集合住宅（2000平米以上）（指示・公表・命令）（2002年度）
・中小規模集合住宅等（300平米以上）（勧告）（2010年度）
・建売住宅（年間150戸以上を建設する住宅メーカー）（2009年度）

○税制
・住宅リフォーム投資減税（ローンを組まずに既築住宅の省エネ改修を
行う場合、工事費の１０％を所得税から控除）（2009年度）
・省エネ改修促進税制（省エネ改修工事を含む増改築工事を行い住宅
ローンを有する場合、5年間にわたり所得税から控除）（2008年度）

○補助金
・住宅・建築物ＣＯ２推進事業（2009年度：70億円）

住宅 建築物高効率エネルギ システム導入促進事業（２００８年度

既築：省エネリフォームを現在の２～３倍のペースにする
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○2007年までは推定実績
○2008年以降は中期目標検討委員会における日本エネルギー経済研究所
の想定

ストックベース
2020年時点で、全住宅（約5000万戸）の約6割が平成4年基準以
上になる

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

・住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（２００８年度：
４８億円）

※住宅トップランナー制度は、年間150戸以上の建売戸建住宅を建築するハウスメー
カーに対して、一定のエネルギー消費量を下回ることを義務付けるもの

【課題】
○住宅の省エネ性能（断熱性、建築設備の効率性等）の向上とあわ
せて、ライフスタイルなど居住者の省エネに対する意識向上が重要。
○新築住宅に加えて既存住宅の省エネ化の推進が必要。
○新築住宅の更なる省エネ性能の向上、及び既築住宅の省エネリ
フォームを推進していくためには、これまで以上の支援策の継続的な
実施が必要。 16
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建築物の省エネ①住宅 （続き）

規制の対象（新築住宅建築物平⽶数の内訳）

（中規模マ
ンション等）
300平米
～2000平
米

省エネ法では、図表の対象範囲の
新築住宅について、断熱効果が「著
しく不十分な場合」に、建築主に対し
て勧告・命令を行う。

（大規模マ
ンション等）
2000平米
以上

約

個人の注文住宅

約４０％

その他
貸家等

全住宅（約5000万⼾）の内訳イメージ
実績推計 2020想定

約１５％

※建築着工統計、住宅・土地統計調
査等を基に作成

５％程度 ２０％程度 ７５％程度 ２～３割程度 ３割程度 ４割程度

約２０％

現在の対象

（建売住宅の一部）
住宅トップランナー基準対象

５～１０％程度

住宅トップランナー
基準の対象になっ
ていない建売戸建

５～１０％程度来年度の改正法施行後の対象

平
成
１
１
年
基
準

平
成
４
年
基
準

昭
和
５
５
年
基
準

又
は

無
断
熱

昭
和
５
５
年
基
準

又
は

無
断
熱

新
築
の
８
割
に
導
⼊
し
た
分

既
に
導
入
さ
れ
て
い
る
分

既
に
導
入
さ
れ
て
い
る
分

新
築
の
２
割
に
導
⼊
し
た
分

既
築
を
改
修
し
た
分

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

既
築
を
改
修
し
た
分
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建築物の省エネ②ビル等非住宅

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

新築床面積の８～９割が最も厳しい省エネ基準を満たす

類型：Ｂ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

平成１１年基準とは

（工事費 2万円/平米程度）※構造等により大きく変動する

建築物の外壁、窓等の断熱性能及び各種設備（空
調、換気、照明、給湯、エレベーター）
の省エネルギー性能について個別に基準値を設定。
高効率の熱源や適切な制御等を要求している。

約３８百万tCO2 約８兆円
（住宅と非住宅を含む）の内数

※新築のみのコスト

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な

普及が必要なもの
類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な

課題があるもの

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

新築の
８～９割

新築の非住宅建築物の省エネ判断基準（平成11年基準）適合率（フロー）

※2000平米・・・10階建て 14m×14m 程度のビルのイメージ

これまでの主な関連政策
○省エネ法による規制（「著しく不十分な場合」に勧告・命令）

・大規模改修を対象に（2006年度）
・中小規模建築物等（300平米以上）（勧告）（2010年度）

○エネルギー需給構造改革推進投資促進税制の拡充（適用
期限を2年延長するとともに、取得価額の全額を初年度即時
償却）
○住宅・建築物ＣＯ２推進事業を2008年から実施（2009年
度：70億円）

○住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業を
1999年から実施（2008年度：48億円）

0%

10%
※2000平米 10階建て、14m×14m 程度のビルのイメ ジ

推定実績

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

ストックベース
2020年時点で、全非住宅建築物の約6割が平成11年基準以上になる

○2007年までは推定実績
○2008年以降は中期目標検討委員会における日本エネルギー経済研究所
の想定

【課題】
○ビル等非住宅建築物の省エネ性能（断熱性、建築設備の効
率性等）の向上とあわせて、ワークスタイルなど利用者の省エネ
に対する意識向上が重要。
○新築建築物に加えて既存建築物の省エネ化の推進が必要。
○新築建築物の更なる省エネ性能の向上、及び既存建築物の
設備更新を推進していくためには、これまで以上の支援策の継
続的な実施が必要。

18

建築物の省エネ②ビル等非住宅 （続き）
規制の対象（新築⾮住宅建築物平⽶数の内訳）

省エネ法では、図表の対象範囲の
新築住宅について、断熱効果や設
備の省エネ性能が「著しく不十分な
場合」に、建築主に対して勧告・命
令を行う

300平米
～2000平米

約２５％

2000平米
以上

約６０％

全⾮住宅建築物の内訳
実績推計 2020想定

令を行う。

2割程度
２～３割
程度 ５割程度 ６割程度 ３割程度 １割程度

約約６０％

現在の対象

来年度の改正法施行後の対象

※建築着工統計等を基に作成

平
成
１
１
年
基
準

平
成
５
年
基
準

昭
和
５
５
年
基
準

又
は

無
断
熱

昭
和
５
５
年
基
準

又
は
無
断
熱

新
築
の
８
〜
９

割に
導
⼊
し
た
分

既
に
導
入
さ
れ
て
い
る
分

既
に
導
入
さ
れ
て
い
る
分

新
築
の
1
割
強
に
導
⼊
し
た
分

既
築
を
改
修
し
た
分

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

既
築
を
改
修
し
た
分
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1400

1600

次世代自動車、燃費向上

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年には新車販売の約半分が次世代自動車に（保有ベース：２割）、乗用車（従来車
＋次世代車）の新車燃費が約３５％向上（保有ベース：約３割改善）

類型：Ａ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2020
約 台

次世代自動車の普及台数（ストック）

約２１百万tCO2 約１２兆円

（万台） 類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な

普及が必要なもの
類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な

課題があるもの

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

2000 2005 2010 2015 2020

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

2008
約62万台

約1500万台
新車販売に占める割合のフロー

2008  約3%

2020  約50%

これまでの主な関連政策

（250万台程度）

課題があるもの

2000 2005 2010 2015 2020

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000

199719981999200020012002200320042005200620072008

【課題】
○今後とも加速度的に導入量を増加させていく必要がある
○インフラの整備を図る必要がある

過去のハイブリット車の販売台数推移（台）

97年の販売以降、10年以上をかけて、
2008年にようやく10万台（新車販売の
２％程度）を突破

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

○自動車グリーン税制（環境性能に優れた自動車にかか
る自動車税を5割軽減 等）

○自動車重量税・取得税の時限的減免（環境性能に優れ
た自動車の取得・継続保有に係る負担を時限的に減免）

○環境対応者への買換え・購入補助（2009年度補正：
3702億円）

○クリーンエネルギー自動車等導入促進対策補助金（ハ
イブリット、電気自動車等について、通常車両との差額の１
/２以内を補助）（2009年度：43億円） 等

○普通乗用車だけが対象ではなく、バス、トラック、軽自動車も含
めた全新車販売の5割が前提（クリーンディーゼル、ＣＮＧ車等）。

20



6

省エネ家電

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

市場で購入される機器の全てがトップランナー基準を満たす

ＬＥＤ照明、有機ＥＬ照明

約１７百万tCO2 約７兆円

類型：Ａ
（ＬＥＤ照明、有機ＥＬ照明）

現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な

普及が必要なもの
類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な

4

6

8

10

12

14

16

2008

2020
普及率14%

照明、有機 照明

今後の急速な普
及拡大が前提

これまでの主な関連政策

○省エネ法（トップランナー制度）

○エコポイント制度（省エネ性能の高いテレビ、エアコン、冷
蔵庫について、様々な商品・サービスと交換可能なポイント
を付与）（平成21年度補正：2946億円）

○改正産活法による省エネ製品製造設備の設備投資の即
時償却
○NEDO技術開発予算（有機発光機構を用いた高効率照
明の開発等） 等

課題があるもの

0

2

2008
普及率0.4%

【課題】
○ＬＥＤ照明、有機ＥＬ照明の急速な普及拡大
○トップランナー制度の着実な実施・運用
○省エネ型製品の技術開発、コストダウン

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの 21

100

省エネＩＴ機器

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年に高効率機器がほぼ100%普及

類型：Ａ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2020
普及率ほぼ100%

約１５百万tCO2 約４兆円

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが 更に加速度的な

20

30

40

50

60

70

80

90
2015年以降の急

速な普及拡大が
前提

省エネＩＴ機器とは・・・
2015年頃に実用化する革新的な省エネ型のルータ（省
エネ率45％）、ストレージ（省エネ率80％）、サーバ（省
エネ率20％）等を想定している

【課題】
○所要の省エネ効果を達成すべく グリ ンＩＴプロ

類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの

0

10

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

これまでの主な関連政策

○グリーンＩＴプロジェクト（平成20年～平成24年）
【平成２１年度予算６０億円（平成20年度補正予算を含む）】

・省エネ型ネットワーク技術の研究開発
・サーバ抜熱及びストレージシステムの省電力技術開発等

研究開発・商用化
○所要の省エネ効果を達成すべく、グリーンＩＴプロ

ジェクト（平成20年度～）等の研究開発の着実な実施
○トップランナー制度の着実な実施・運用
○プロジェクト終了後、短期間に加速度的に導入量

を増加させていく必要があり、大胆な政策的な関
与がなければ達成は困難

22

太陽光発電

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年に2005年の20倍程度まで拡大（設備容量）

類型：Ａ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

約１５百万tCO2 約８兆円
※系統安定化コストは含まない

600
700
800

太陽光発電の普及量（万ｋＬ）

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な

普及が必要なもの
類型Ｃ さらなる普及拡大を図る必要があるが 社会的 制度的な

2020
700万kL

○ＲＰＳ法（電気事業者に新エネルギー等から発電される電気を
一定割合以上利用することを義務づけるもので、2003年施行）

○住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金（住宅用太陽につい
て、約7万円/ｋＷを補助）（2009年度：200億円）

○太陽光発電の新たな買取制度（太陽光発電の余剰電力を一定
価格で１０年間買い取る）
○大規模電力供給用太陽光発電系統安定化実証試験（2009年
度：20億円）

これまでの主な関連政策

0
100
200
300
400
500
600 類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な

課題があるもの

住宅用：約５３０万戸

７００万ｋｌ（２８００万ｋＷ）
２００５年の約２０倍

2007
47万kL

【課題】
○加速度的な導入量の増加が必要
○初期コストの低減
○新たな買取制度の実施・運用
○住宅用太陽光に対する補助金
○パネルの耐久性

○導入量が増加するにつれ、日当たりが比較的悪いと
ころに設置することになるなど、効率が低下
○系統安定化対策が前提
○発電効率の向上

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの２０２０２００５

３５０万ｋｌ（１４００万ｋＷ）

住宅約８割

非住宅約２割

住宅約７割

非住宅約３割
３５万ｋｌ（１４０万ｋＷ）

住宅用太陽光

発電補助金開始

系統対策の
技術開発が必要

住宅約８割

非住宅約２割

新たな買取制度の実
施

２００５年の約１０倍
３～４年前倒し
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高効率給湯器（家庭用）

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年までに約２８００万台普及させる（現状：約２９０万台）

類型：Ｂ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2020
約2800万台

高効率給湯器の普及台数（ストック）

約９百万tCO2 約５兆円

実績値 想定値

（万台）

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な

普及が必要なもの
類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な

2500

3000

300

350

2008
約290万台

実績値 想定値

高効率給湯器の販売台数（フロー）（万台）

○高効率給湯器導入促進事業費補助金（2009年
度：100億円）
○住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入
促進事業費補助金（2009年度：56億円の内数）

これまでの主な関連政策

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的 制度的な
課題があるもの
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燃料電池

潜熱回収型
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50

100

150

200

250

300

ヒートポンプ式

燃料電池

潜熱回収型

【課題】

○直近では加速度的に導入量が増加しているが、
この加速度的な導入を維持するため、さらなるコス
トダウンが必要

○特に、燃料電池のコストダウンによる急速な普及
拡大

○高効率給湯器を、住宅等を建築する際の標準装
備とする

実績値 想定値

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの
※古い集合住宅への設置等を除き、販売台数の全てが高効率給湯器になる。 24



7

製鉄革新技術

長期エネルギー需給見通し（再計算）（案）における想定

設備の更新時に、実用段階にある最先端の技術を最大限導入。

製鉄

○自家発・共同火力発電設備の高効率化更新

自家発電及び共同火力における発電設 将来の最適設備構成を考慮
４２万ｋＬ

主要な技術導入想定

エネルギー効率が世界⼀の我が国の鉄鋼部⾨について、更に
以下のような最先端技術を導⼊し、ＣＯ２削減を図ってい
く。

15 13億㌧

粗

年５～７％

（億㌧） 世界の鉄鋼需要の推移

途上国での需要の増加等により、世界の鉄鋼需要は急増。

約５百万tCO2 約１兆円

○省エネ設備の増強

高炉炉頂圧回収発電、コークス炉の顕熱
回収等の、廃熱活用の省エネ設備を増
強する。

設備の効率を、更新時に現状
の最高水準とする

５１万ｋＬ

○SCOPE２１型コークス炉
石炭事前処理工程等の導入による、コー
クス製造の省エネ化。

コークス炉の設備更新時にす
べて導入（2020年までに６基）

３１万ｋＬ

自家発電及び共同火力における発電設
備を、高効率な設備に更新する。

将来の最適設備構成を考慮
し、更新を迎える設備を順次高
効率設備に入れ替え

○廃プラスチックの製鉄所でのケミカルリサイ
クル拡大

４７万ｋＬ

100万トンの廃プラスチック等を
集荷・使用

容器リサイクル法により回収された廃プ
ラスチック等を活用し、石炭の使用量を
削減する。

○電力需要設備効率の改善

製鉄所で電力を消費する設備について、
高効率な設備に更新する。

１２万ｋＬ

0
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10

64 67 70 73 76 79 82 85 88 91 94 97 00 03 06

7億㌧

8億㌧粗
鋼
見
掛
消
費

年５％

年１％、30年間で＋１億㌧

⽇本鉄鋼業のエネルギー効率は、世界最⾼⽔準。世界の鉄
鋼需要が増す中で、⽇本の⽣産を減少させ、他国での⽣産
を増やすことは、世界全体でのＣＯ２増加に繋がる。

出典：world steel （世界鉄鋼協会）

【課題】
○最先端技術の導入側の課題

・設置スペースの制約
・既存インフラ（エネルギー供給等）とのマッチング
・工事タイミング制約（生産計画との調整、工事ロス制約）

○最先端技術の供給側の課題
・メーカー対応力（技術開発・設計・生産能力）
・エンジニアリング能力

○その他の制約
・廃プラスチック等の集荷・供給制約

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの 出典：「エネルギー効率の国際比較（発電・鉄鋼・セメント部門）」ＲＩＴＥ

これまでの主な関連政策
○省エネルギー型で生産効率の高い革新的なコークス製造プロ

セス技術（SCOPE21）の開発（1994年度～2003年度：82億円）
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化学工業革新技術
長期エネルギー需給見通し（再計算）（案）における想定

設備の更新時に最先端の技術を最大限導入。

化学

○内部熱交換型蒸留塔

熱エネルギーを自己再利用することによ
り省エネを図る蒸留技術。

更新設備を順次入替

２０万ｋＬ

○膜分離による蒸留プロセスの省エネ化技術 ３６万ｋＬ

技術開発の完了後、順次普及
膜分離技術により蒸留プロセスでの石油
化学基礎製品等の収率を向上し、省エネ

主要な技術導入想定

化学⼯業は低炭素社会の実現の基礎となる産業であり、⻑期需給⾒
通しの実現の前提となる種々の技術開発が期待されている

引き続き世界最先端の省エネ技術を最大限導入

○業種ごとに最先端技術を導入
鉄鋼、化学、窯業土石、紙・パルプ等のエネルギー多消費産業を中心とした各

業種において、更新時には全て世界最先端の技術を導入

産業 民生

太陽光パネルの設置
断熱性等の省エネ性能の向上

○太陽光パネルの普及

2020年頃までに、2005年の20倍程度（非住宅用含む）
（うち住宅用として約５３０万戸に設置）

工場 住宅

次世代ｺｰｸｽ炉
③

約４百万tCO2 約１兆円

○バイオマス資源を活用したプロピレン製造技術

エチレンやプロピレンを、バイオマス由来
のエタノールから製造する技術。

2020年に商用基第１号が稼働
していると想定

２２万ｋＬ

を図る。

○ナフサ接触分解技術

触媒を用いた接触分解により、炉の反応
温度を下げ、省エネを図る。

技術開発の完了後、順次普及

９万ｋＬ

○業種横断的高効率設備を導入

高性能工業炉、高性能ボイラーなど
（中小企業において20年までに更新時期を迎える設備のすべて）

あらゆる製品を技術的ポテンシャルの最大限まで効率改善させる ○テレビ等ディスプレイ

ブラウン管から液晶、プラズマ、有機ＥＬへの移行
05年：ブラウン管テレビ：約80% → 20年： 0%

○蛍光灯、冷蔵庫、家庭用エアコン等

市場で購入される機器の全てが将来のトップランナー基準を満たす

○給湯器・コジェネ

高効率給湯器（ヒートポンプ、潜熱回収型）、コジェネ（含燃料電池）の普及
05年：約70 万台 → 20年：約2800万台

（単身世帯除く全世帯の８割以上、2005年の約40倍）

（うち住宅用として約５３０万戸に設置）
○最も厳しい基準を満たす新築が急増

05年：3割程度 →20年：8割程度

トップランナー制度、グリーンＩＴ等による
最先端の省エネ機器の急速な普及

運輸

○乗用車の燃費の継続的改善
05年までの15年間：約3%改善 → 20年までの15年間：約28%改善 （保有ベース）

（全自動車（従来車＋次世代車）の20年の新車燃費を、05年比35%向上）
○次世代自動車の加速的普及

新車販売に占める次世代自動車のシェア 05年： 約1% → 20年： 約50%

自動車の燃費改善と次世代自動車の普及

○サーバー・ストレージ・ネットワーク機器（ルーター）
高効率なサーバー（省エネ率約20％）、ストレージ（省エネ率約80％）、

省エネ型ネットワーク機器（省エネ率約45%）が急速に普及
05年： 0% → 20年： 約98% （ストック）

○照明
ＬＥＤ・有機ＥＬ照明の普及
05年：約1% → 20年： 約14% （ストック）

○断熱性等の省エネ性能向上

転換

○ 原子力の推進 設備利用率 現状：約60 % → 20年： 約80 %

新増設9基
○火力発電の高効率化 ＩＧＣＣ、ＮＧＣＣなどの高効率発電の導入

○ 風力発電
05年：約110万kW → 20年：約500万kW

よりCO2排出の少ない電源構成

最先端技術の研究・開発

自動車

発電所

新エネ等

家庭の機器・設備

オフィス等

ブラウン管 液晶等

冷蔵庫
エアコン

高効率給湯器
燃料電池

次世代自動車

①

②

④

⑤

⑥

⑦

⑧
⑨

○グリーン・サステイナブル・ケミカルプロセス基盤技術開発
『石油化学品の革新的製造プロセスの開発』

Ⅰ．触媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発
Ⅱ．膜による蒸留プロセスの高効率化

（初年度：15億円の内数 事業期間 2009年度から2015年度）
○新エネルギー技術研究開発

『バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発』
系バイオ タ からプ ピ を製造す

これまでの主な関連政策

【課題】
○最先端技術の導入側の課題

・設置スペースの制約
・既存インフラ（エネルギー供給等）との

マッチング
・工事タイミング制約（生産計画との調整、

工事ロス制約）
・製品多様化、原料多様化への対応
・コンビナート内のマテリアルバランスの

調整が必要
・導入コストが大きい

○断熱性等の省エネ性能向上
最も厳しい基準を満たす新築が増加

05年：6割程度 → 20年： 8割～9割程度

年 約 年 約

（陸上ポテンシャルの約8割、現状の約5倍） 風力発電

○ 小水力発電

新たに約１３００地点に発電機を設置 6

①リチウム電池材料、廃熱回収技術、炭素繊維複合材等
②⾼耐熱材料
③太陽電池材料、半導体材料
④断熱材
⑤ディスプレイ
⑥冷媒、蓄熱材
⑦電解質膜触媒技術、⽔素貯蔵技術等
⑧超電導材料
⑨⾼効率ＬＥＤ、有機ＥＬ等

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

セルロース系バイオマスエタノールからプロピレンを製造す
るプロセス開発

（初年度：8.8億円 事業期間 2007年度から2011年度） 等

○最先端技術の供給側の課題
・メーカー対応力（技術開発・設計・生産能

力）
・エンジニアリング能力

○その他の制約
・廃棄物、バイオマス資源等の供給制約
・希少材料等の供給制約

○過度な負担は、低炭素社会の基盤となる化
学産業の海外流出につながる。
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500

600

風力発電

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年に2005年の５倍程度まで拡大（設備容量）

類型：Ｃ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2020
500万kW

約２百万tCO2 約１兆円

640万ｋＷが陸上ポテンシャルの限界

風力発電の導入量（ストック）
類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な

普及が必要なもの
類型Ｃ さらなる普及拡大を図る必要があるが 社会的 制度的な

（万ｋＷ）

0

100

200

300

400

500

2000 2005 2010 2015 2020

2008
185万kW

○ＲＰＳ法（電気事業者に新エネルギー等から発電さ
れる電気を一定割合以上利用することを義務づけるも

これまでの主な関連政策

⽇本では、地理的構造上、⾵⼒発電に適した⾵況を持つ地
域（下図のオレンジや⾚い部分）が少ない

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの

【課題】
○日本は各国と比較して、風況が悪い
○自然公園法等の規制
○バードストライクや低周波音等の立地問題
○系統の安定化対策が前提

○導入量が増加するにつれ、風況が比較的悪いところに設置するこ
とになるなど、効率が低下 ※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

れる電気を 定割合以上利用することを義務づけるも
の、2003年施行）
○風力発電系統連系対策事業（蓄電池等電力貯蔵設
備を導入する事業者への支援）（2009年度：11億円）
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省エネ住宅への断熱工事
新築を建てる場合は、原則として
最も厳しい基準を満たす

１００万円
８００ｋ 削減

太陽光パネルの設置
新築を建てる際は、原則として太

陽光パネルを設置する

２３０万円
（６６万円/ｋW×３．５ｋW)

２２００ｋｇ削減

家庭の追加負担は５００万円前後
（補助金による軽減や省エネによるコストメリットは含まれていない全投資額）

【参考】家庭の対策イメージ

最高水準の省エネ家電に

省エネエアコン

＋１．５万円
２０ｋｇ削減

高効率照明

＋３万円
６０ｋｇ削減

省エネ冷蔵庫

＋２万円
２０ｋｇ削減

８００ｋｇ削減
２２００ｋｇ削減

高効率給湯器（ＨＰ、燃料電池等）

給湯器を買い換える場合は、古
い集合住宅等を除き、原則とし
て高効率給湯器を設置

【ヒートポンプ】 ＋５０万円

【燃料電池】 ＋３００万円程度
３００ｋｇ削減（高効率給湯器平均）

有機ELディスプレ
イ

＋４万円
５０ｋｇ削減

※現時点での価格を前提に試算

次世代自動車
乗用車を買い換える際、２台に１台は

次世代自動車を選択

＋４０～３００万円
（次世代自動車と従来車の差額）

８００ｋｇ削減
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8

建築物の省エネ
新築の8割～9割が導入

+2 000万円

床面積1,000m2 *の小規模オフィスビルの省エネ化のための追加費用とCO2削減量

* 1フロア200m2、5階建て相当

高効率照明の導入
LED照明や有機EL照明の導入

【参考】小規模オフィスビルの対策イメージ

ビル建築の際、概ね3000万円程度の費用が必要（ビル建設費用は概ね３億円）
（補助金による軽減や省エネによるコストメリットは含まれていない全投資額）

+2,000万円
11tCO2

オフィスビルや商店等を新たに建築する場合
は、原則として最も厳しい省エネ基準を満たす。

BEMSの導入（新築時）
普及率40%を仮定

200万円

+40万円
1tCO2

省エネ型IT機器の導入
高効率ルータ、サーバ、ストレージへのリプ
レース
従来型に比べて1～2割コスト増

+230万円
8tCO3tCO2

その他
コジェネ・燃料電池の導入、高効率給湯器へ
のリプレース等

+190万円
1tCO2

8tCO2
ルータやサーバ等について、2015年以降、2020
年までに省エネ型のものに全て入れ替える。

高効率空調の導入

+80万円
2tCO2

※現時点での価格を前提に試算 29

1.　建築物（住宅・ビル等）の省エネ

2.　次世代自動車、燃費向上

3 省エネ家電

新築の8～9割が最も厳しい省エネ判断基準
（平成11年基準）を満たす・・・住宅やビルの断熱性能等を向上させる

・・・次世代自動車の普及促進、自動車走行燃費の改善

2020年には新車販売の約半分が次世代自動車に
全乗用車（従来車＋次世代車）の新車燃費が
約35％向上

市場で購入される機器の全てが将来の

約38百万トン

約21百万トン

17

CO2削減量 対策費用

約8兆円

約12兆円

7

各対策のCO2削減効果・・・長期エネルギー需給見通し（再計

算）

3.　省エネ家電

4.　交通流対策

5.　IT機器の省エネ（グリーンIT）

6.　太陽光発電

7.　高効率給湯器（家庭用）

8.　製鉄革新技術

・・・冷蔵庫、テレビ、エアコン、照明など省エネ家電製品の普及

・・・高度道路交通システム（ITS）の推進、
　トラック輸送の効率化、エコドライブ普及促進等

・・・ネットワーク・情報通信機器（ルーター、サーバー、ストレージ）
　　の高効率化により、IT分野のエネルギー消費を削減。

・・・補助金や買取制度等により大幅に普及拡大

・・・ヒートポンプ式給湯器、潜熱回収型給湯器、燃料電池等の導入推進

・・・SCOPE21型コークス炉の導入、廃プラスチックの

市場 購入 れる機器 全 将来
トップランナー基準を満たす

高効率機器がほぼ100％普及する

2020年頃に現状の20倍程度
（約2800万kW）

単身世帯を除く全世帯の8割以上
（約2800万台）に普及（現状約200万台）

約17百万トン

約16百万トン

約15百万トン

約15百万トン

約9百万トン

約5百万トン

約7兆円

約4兆円

約8兆円

約5兆円

約1兆円

9.　化学工業革新技術

10.　高効率工業炉・ボイラー等

　　ケミカルリサイクル拡大等、最先端の省エネ機器を最大導入

・・・内部熱交換型蒸留塔の導入、ナフサ分解技術等、最先端技術を最大導入

・・・熱効率の高い工業炉、ボイラー等を導入

約5百万トン

約4百万トン

約3百万トン

項目外　原子力の推進 設備利用率　約60％→約80％

新増設9基

合計約143百万トン

約1兆円

約1兆円

約110百万トン 約3～5兆円
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百万トンCO2

原子力発電導入によるCO2削減効果

・ 2007年度（稼動率60.7％）の原子力発電量を2020年まで横置きとしたケース（ベースラインケース）か
ら、最大導入ケースまでのCO2削減量は、2020年時点で3億1000万トン。そのうち原子力による削
減効果が約1/3の1億1000万トンを占める。

・ 更に、▲15％ケース（選択肢⑤）では設備利用率を90％まで高めることを想定。

1100

1200

1300

1400
百万トンCO2

原子力

他転換部門
（燃料転換、

民生部門

最大導入ケース
（選択肢③）

現状固定ケース

ベースラインケース
（原子力据え置き）

原子力による
削減効果

その他の
削減効果

ベースラインケース→最大導入ケース
削減量内訳

新規建設(+9基):約6千万トン

稼動率向上：約5千万トン
(60.7%⇒約80%)

新規建設
(+9基)

稼動率向上
(60.7%⇒80%)

800

900

1000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

新エネ等）

産業部門
運輸部門

（出所）第2回需給部会（2009年8月25日）等より作成

▲15％ケース
（選択肢⑤）

稼動率向上(約80%⇒90%)
：約2.4千万トン

その他の
削減効果

* 現状固定ケース：
現状（2005 年度）を基準とし、今後新たなエネ
ルギー技術が導入されず、機器の効率が一定
のまま推移した場合を想定。耐用年数に応じて
古い機器が現状（2005 年度）レベルの機器に
入れ替わる効果のみを反映したケース。
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アジア・世界への技術貢献イメージ

中国鉄鋼業の原単位を
1％改善

1100万トン（0.8％）

中国の石炭火力効率を

［技術貢献イメージ］
CO2削減量（日本の90年GHG比％）

※ 現在の中国の一貫製鉄所の
　エネルギー原単位：129

インドネシアで130万kW級
原子炉を1基建設

600万トン（0.5％）

1％向上

8900万トン（7.0％）

インドの送配電ロス率を
1％改善

1600万トン（1.3％）

　　（日本を100とした場合）

※ 現在の中国の熱効率：32％
　　（日本：42％）

※ 現在のインドの送配電ロス率：25％
　　（日本：4.6％）

日本エネルギー経済研究所「アジア／世界エネルギーアウトルック2009」を元に作成

※ 短期のみの視点に止まらず、長期・世界規模の視野をもった低炭素化対策が必要。
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